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本稿の目的は 卸売手数料自由化に対する中央卸売市場青果物卸売業者の対応および今後の課題を明
らかにすることである 卸売業者の経営状況は年 厳しくなってきている 卸売業者の経営改善のための対
応策として 次の 点を挙げた 卸売手数料の引き上げ 卸売手数料は現状のままで出荷奨励金を廃




卸売業者に求められるのは 川上 産地 出荷者 に対しては 強い交渉力を発揮することである また
川下 小売店 に対しては 卸売業者自身および仲卸業者が不利益を被らないような対抗勢力の担い手にな
ることである
卸売手数料の自由化 中央卸売市場 青果物卸売業者 出荷奨励金
と考えられる
卸売市場の卸売手数料の問題を対象にした代表的先行研
卸売市場法は 年および 年の 度にわたる改 究としては 山本博信 の研究 および細川充史 菊地
正により それまでの規制色の強いものから 取引の自由 哲夫 の研究が挙げられるが この分野の研究成果 論文
化を促進した内容に大きく変化した 年改正では取引 数 は少ない そこで本稿の課題は 卸売手数料自由化に
関係においては商物一致規制の緩和 買付集荷の自由化 対する卸売業者の対応と課題を明らかにすることである
第三者販売 直荷引きの弾力化 委託手数料の弾力化等が 卸売手数料を変更した場合 卸売業者の経営状況はどの様
挙げられる 卸売業者の経営にとりとりわけ重要となるの に変わるのか 流通環境が変化するなか 卸売業者の経営
が 委託手数料の弾力化 すなわち卸売手数料の自由化で は厳しくなってきている 経営改善を図るためには どの
ある 年間の猶予期間をおき 年 月より卸売手数 様な対応策が考えられるのかを明示することである 分析
料は卸売市場 卸売業者 毎に自由に設定 できるように 対象としては 全国の中央卸売市場青果物卸売業者とす
なった 同時に これも中央卸売市場法 年 以来 る 章では青果物卸売業者の経営状況を 章では青果物
業務規定で規制されてきた委託手数料以外の報酬の収受禁 卸売業者の収益状況について考察する 章では奨励金の
止条項も廃止された これまで卸売手数料は全国一律に定 現状と検討について 章では青果物卸売業者の対応策と
率制で決められてきたが これが市場 卸売業者 毎に自 して 卸売手数料を変更した場合の青果物卸売業者の経営
由に設定できることの意義は大きい 卸売手数料の自由化 状況についてシミュレ ションを行い検討する 最後に全
は 卸売業者の収入源に大きく係わるだけに その決定に 体のまとめを行いたい
は経営責任も伴う 今回の卸売市場法の改正では 卸売市
場の再編も掲げているように 取扱数量の減少が続き ま
たは経営状況が悪く市場特別会計の赤字が続く中央卸売市 中央卸売市場の取扱高は 年の青果物 兆 兆
場にあっては 再編を進めていくことを狙いとしている 円 水産物も同年の 兆 億円をピ クにその後は停
卸売手数料は 卸売業者が開設者に届けることで自由に 滞が続き 年以降は青果物 水産物共に減少傾向が顕
決められるようになったが 現在のところ 実際に卸売手 著となってきている 年度の青果物の取扱高は前年度
数料を変更したのは 東京都中央卸売市場 世田谷市場の を若干上回ったが 兆 億円とピ ク時に比べ 割の
花き卸売業者のみである しかし 卸売取扱高の長期的減 減少となっている 同年の水産物取扱高も 兆 億円
少 卸売市場経由率の低下を背景に 卸売業者の経営状況 とピ ク時の の減少となっている 青果物 卸業者
は年 悪化してきており卸売手数料の変更は避けられない 当たりの取扱高も 年の 億円から 年には
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億円と 割弱の減少を示している 売市場青果卸売協会の資料 を用いて分析を行う 資料は
表 は青果物卸売業者の卸売金額比率および損益の推移 年度のものであり 全国の青果物卸売業者数は 社
を見たものである 年代まで卸売金額に占める委託集 である ただし 社の内 大手の卸売業者 社がこの年
荷の比率は 台であったが 年代以降次第に減少し 度に多額の不良在庫処分損等を計上し大幅な減益を計上し
年には に低下した 一方 買付集荷の比率は た この業者を含めると撹乱要因となりかねないので こ
年に であったものが徐 に増加してゆき の 社を除いた 社を分析対象とする デ タは 年
年には と倍増している 事業収益 総利益率 を見る 度のものであり 数値は 社当たりの平均値を用いて比
と 委託収益率は 前後であまり変化はない 買付集荷 較 検討する 卸売業者の総利益は 本来の業務である野
の収益率は以前よりは若干増えてきているものの 台で 菜 果実の委託販売による委託手数料 出荷者から直接青
あり 委託収益率の半分に過ぎない 果物を買い取る買付集荷による利益 および兼業業務によ
販売費および一般管理費比率の内訳を見ると 出荷奨励 る利益からなる 一方 販売費および一般管理費は 市場
金 完納奨励金の比率はそれぞれ を占め 使用料 出荷奨励金 完納奨励金 人件費 集荷販売費
年以降ほとんど変化がなく 売上高の増減にかかわらず定 一般管理費からなる
率化していることが分かる 出荷奨励金と完納奨励金合計 営業利益 推計 計測に用いる式および記号は次のとお
で を占め 従来の卸売手数料率野菜 果実 りである ただし 販売費および一般管理費は 出荷奨励
を考えると決して低いものではない 人件費比率は 金 完納奨励金のみを表示し それ以外は その他費用
年代以降 台で推移していたが 年以降は を割 としている
り 人件費を抑制してきていることが分かる
これらの事業収益 経費を反映した結果が収益比率であ
るが 営業利益率および経常利益率共に 年をピ ク
それぞれ に その後は減少傾向を示し 規模階層 卸売業者の営業利益平均
年には営業利益率 経常利益率 に低下 規模階層 卸売業者 野菜の卸売金額
している 業務内容が異なるので単純に比較できないもの 委託
の 中小企業食料卸売業の営業利益率は であるので 規模階層 卸売業者 野菜の卸売手数料率
卸売業者の同比率は低い と言わざるを得ない 以上の点
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以下規模階層別とする 営業利益 平均 を求めた 同様
にして地域別でも営業利益 平均 を求め 規模階層およ
び地域別の つの視点より分析を行う 規模階層は 卸売
業者 会社 数の分布に配慮して 階級とした 地域は
全国を 地域に分けたものである 数値は各規模階層別
社当たり平均および合計 平均 地域別も同様に地域別平






益も 億円以上層は 億円で最も大きく また第 位
は 億円層であるが 第 位は 億円層と
なり 億円層を上回っている
営業利益率を見ると 億円層は に過ぎ 象 は 委託集荷が 買付集荷が となっている
ず 億円未満層の よりさらに低い 最上層の 表 の下側は この関係を地域別に見たものである 営
億円以上層でさえ営業利益率は であり 次いで 業利益は関東が 億 万円で最も高く 次いで近畿が
億円層が である 青果物卸売業者におい 万円で 第 位には北陸が 万円で入る 一方 営
ては 規模階層別 総売上高 と営業利益率の相関は 業利益が最も低いのは 北海道で 万円に過ぎず 東北
と 規模の経済性が認められる も 万円と少なく地域間格差が大きいことが分かる
次に営業利益と委託集荷 買付集荷別売上高構成比の関 地域別売上高規模階層別に見た営業利益と売上高構成比
係を見ておきたい 表 は規模階層および地域別売上高構 との相関関係は 委託集荷が 買付集荷が と
成比を見たものである 委託集荷の比率は規模階層が上位 後者の買付けの方がやや高いマイナスの相関を示してい
になるに従い増え 買付集荷比率は反対に規模階層が上位 る 買付集荷の比率が高い地域では 営業利益が低い傾向
になるほど減少する傾向にある すなわち 規模階層が下 が現れている
位ほど集荷力も弱く 委託集荷よりも買付集荷に依存する 営業利益の低い北海道 東北は委託集荷の構成比率が
度合いも高まる 表 で見たように委託集荷 と買付 台と低く 買付集荷の比率が相対的に高い 委託集荷
集荷 では利益率も大きく異なる 規模階層別に見た の構成比が最も高いのは大阪を中心とする近畿で で
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買付集荷の利益率 は委託集荷 の半分に過ぎ で 億円層がそれぞれ と続いてい
ないから 買付集荷の比率が高いということは収益性 営 る
業利益 も低いということを反映している また 北海道 次に奨励金の支出比率を地域別に見たものが 表の右側
東北に共通しているのは 青果物の卸売価格が主要都市卸 である 出荷奨励金は 近畿が と最も高く 次いで
売価格と比べると 低い点が挙げられる これも 中国が となっている 完納奨励金も近畿 中国が共
収益性が他の地域に比べて低位である要因の一つと考えら に と限度比率に近く高い 売上高に占める比率は





り 完納奨励金は買受 仲卸業者 小売業者 の奨励およ
び販売代金回収の促進を図るためのものであり 旧市場法
以来受け継がれてきた制度である 表 は規模階層および 総売上高に占める奨励金の比率は に及び 実数は
地域別奨励金の支出状況を示したものである 中央卸売市 表 で見たように 営業利益を遙かに凌駕している 出荷
場卸売業者の奨励金に関しては これまでは農水省が卸売 奨励金は 出荷の安定と奨励のため産地側に支払われる交
業者の取扱高に占める上限値を規制してきた 付金であり 完納奨励金は買受けの奨励 販売代金の回収
青果物の出荷奨励金は 卸売業者の支出額の限度 取扱 の促進を図るために行われるものである どちらもそれな
高の 分の と その限度内で支出する交付率 最高 りの意義と役割を担ってはきたが 交付先としては既得権
交付率が 野菜は 分の 果実は 分の が決 化しているのが現状である
められている 同様に完納奨励金についても 卸売業者の 青果物卸売業界でも卸売手数料率の引き上げが困難とす
支出額の限度 取扱高の 分の が決められている ると 奨励金の廃止を検討せざるを得ない ただし 青果
これを上限として 出荷奨励金と完納奨励金を各中央卸売 物卸売業の場合 仲卸業者から卸売業者へ代金の決済は普
市場の業務規定で定めている 通 日払いとなっているが 量販店から仲卸業者への
各規模階層共に完納奨励金支出額が出荷奨励金支出額を 掛売の回収は 日間程度を要しており この間の金融負
上回っている 売上高に占める比率を見ると 億 担は仲卸業者が担っている また 仲卸業者から卸売業
円規模階層が出荷奨励金および完納奨励金の占める比率が 者への代金支払いには多くの場合代払機関が介在するが
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は零細な経営が多く 卸売業者以上に経営問題を抱えてい からさらに経済連 地元農協分が差し引かれ 残りが農家
る業者が多い 完納奨励金は 今日の卸売市場制度 仲卸 に支給されている 特別出荷奨励金の支出割合の高い地域
業者の代金支払い上 欠かせない存在となっている これ では 農家の支給額もその分低位となると推測される
を廃止した場合 支払いシステムの混乱 ひいては卸売市 出荷奨励金は流通環境の変化に関係なく 慣習的に支給
場制度の崩壊にもつながりかねない されている 出荷奨励金がなくなれば 出荷団体の卸売市
これに対し 出荷奨励金は 出荷奨励という本来の意義 場出荷に対する誘因の低下も指摘される しかし 支給元




年以降も減少してきている 卸売金額が伸びず 営業 卸売業者は 出荷者から販売の委託を受けそれを仲卸業
利益率が低下傾向となるなか 出荷奨励金は総売上高に対 者や売買参加者にせりや相対取引で販売し その際 卸売
し一定比率で課せられている 表 参照 出荷奨励金は 手数料 委託手数料 を受け取る この卸売手数料が 卸
産地側に出荷を誘因するために行われている制度である 売業者の主たる収入源であり したがってこの卸売手数料
が 卸売業者の経営状況が厳しくなってきている現状下 の変更は卸売業者の経営を左右するといっても過言ではな
その見直しは必要と思われる 出荷奨励金は 農家に届く い これまでは中央卸売市場においては従価定率制で全国
というより 農協等の系統各段階に支給されるものであ 一律であったが 前述のとおり 年 月より卸売業者
る これに対し完納奨励金は 今日の卸売市場制度に組み 自らが手数料を定めて卸売業務を行うことができるように
込まれた制度でありその意義内容は異なる なった
出荷奨励金は 定率出荷奨励金と特別出荷奨励金からな 委託手数料の自由化については 証券取引においては
る 定率出荷奨励金は 出荷高に応じて一定の率で支出さ 年の大口取引 売買代金が 億円を超える取引 で
れる 特別出荷奨励金は 青果の出荷増進 選果場の助成 自由化されたのを皮切りに その後段階的に自由化が進み
等の名目で 全農等の全国連合会に先に示した限度内で支 年 月からは完全自由化されている また 商品取
出を認めることとなっている 引においても 年の商品取引所法の改正により
表 は地域別特別出荷奨励金の支出状況を見たものであ 年末まで段階的に自由化が進められ それ以降は完全自由
る 支出先を見ると 東北 近畿が全農 全国農業協同組 化となっている 中央卸売市場の卸売手数料自由化も こ
合連合会 への支出が多く また関東 近畿が日園連 日 の一連の手数料自由化の推進 に基づくものと理解され
本園芸農業連合会 への支出が多い 特別出荷奨励金計で る
は 北陸が 万円で最も多く 次いで四国が 万 卸売業者の経営改善策として 卸売手数料を引き上げ
円 九州が 万円で続き 北海道も 万円と上位に る 卸売手数料は現状のままで出荷奨励金を廃止する
入る 出荷奨励金を廃止し 卸売手数料を引き下げる案が考え
出荷奨励金全体に占める特別出荷奨励金計の割合は 四 られる それぞれの対策を検討していきたい
国が と多く 次いで北陸 九州が 台で続いてい
る これに対して 大都市を抱える関東 東海 近畿の特
別出荷奨励金の支出割合は少ない 前節で見てきたように 卸売業者の経営は厳しい状況下
特別出荷奨励金以外が 出荷高に応じた定率出荷奨励金 にある ここでは 卸売手数料を変更した場合 卸売業者
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おきたい 規模階層別 売上高 卸売業者数および推計に 果実の卸売手数料率のみを上げる
使用するデ タは前表と同様である シミュレ ションに ケ ス 野菜の卸売手数料率のみを上げ 果実の
あたり 以下の仮説を設ける 卸売手数料率は現状のまま
卸売手数料が変われば 総販売高 総売上高 も変 ケ ス 野菜 果実 共に卸売手数料率を
化する その変化率は表 の総売上高を基準に 卸売手数 上げる
料の変化に伴い総利益も変わると仮定する 表 は 以上の手順に従い卸売手数料率を引き上げた場
この総利益を基準にして その変化率に対応して販 合の卸売業者の経営状況を示したものである 卸売手数料
売費および一般管理費も変化する の内 果実の卸売手数料率のみを引き上げたケ ス の場
ただし 販売費および一般管理費の内 人件費およ 合 営業利益は大分改善されるが 赤字の卸売業者はまだ
び一般管理費は固定費として また出荷奨励金や完納奨励 社存在する 前表でもそうであるが 果実は取扱高にお
金および集出荷販売費は売上高に連動するので変動費とし いて野菜に比べ少ない 売上高比 野菜 果実
て計測する その他 そのため卸売手数料率の変化に伴う営
市場使用料は 面積割と売上高割があるので 面積 業利益への影響力もそれだけ小さい
割は固定費に売上高割は変動費に含める 固定費は売上高 野菜の卸売手数料率を引き上げたケ ス の場合は 営
に係わらず一定と仮定するので 変化するのは変動費の部 業利益は 億円層でケ ス の場合よりも 倍
分だけとする 取り扱い規模が大きくなれば 当然 人件 に増加し また最下層の 億円層でも 倍に増加する
費は増大するが資料の関係でこの変化は分析できていな 全体 合計 の営業利益もほぼ 倍に増加し 億円台と
い なり 卸売業者の赤字数も 社から 社に減少する さら
各規模階層において 卸売手数料率の変更は同一の に 野菜 果実共に卸売手数料率を引き上げたケ ス の
比率で行うものと仮定する 場合 ケ ス に対し各規模階層ともに 営業利
計測は 先の計測式を基本 計測式は省略する と 益が上昇し 全体 合計 の営業利益も 上昇し 億
する 万円となる この状態となれば 卸売業者の経営状態




に設定されているが 中央卸売市場 従価定率制下での 合について検討しておきたい 出荷奨励金は 産地側に
にならうケ スが最も多く これより高い場合ないしは低 とっては収益となるが 卸売業者側にとっては費用の一部
い場合でも 単位で設定 されている ここでも卸売手 となる 表 に示されたように 売上高に占める割合は営
数料率の変化は これまでの従価定率制での野菜 果 業利益率を大きく上回る
実 を基準として を引き上げた場合の変化を見 表 は出荷奨励金を廃止した場合の営業利益を見たもの
る である 規模階層別を見ると 億未満層の営業利
卸売手数料率を引き上げる場合の例として 次の つの 益が 倍に また 億円未満層が 倍と下位規模階層で
ケ スが考えられる の効果が大きい 地域別を見ても 北海道や東北といった
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出荷奨励金を廃止した場合の営業利益 社当たり 卸売手数料を引下げ 出荷奨励金を廃止した場合の
営業利益
る 対し 億円以上層では の引き下げでも営業利益の
もちろん 出荷奨励金は卸売市場取引の永い伝統で培わ 減少率は にとどまっている しかし の引
れてきたもので これを即廃止というわけにはいかない き下げとなると 億円層等は営業利益が大きく減
産地側の強い反発が予想されが 前章でも触れたように 少を示す 出荷奨励金を廃止した場合 卸売手数料率を変
見直しの時期にきていると思われる 更し営業利益が改善できるのは までは可能 ただし
億円未満層は 万円減少 であるが すべての階層で
明確な改善が認められるのは の引き下げラインとい
前項で見たように 卸売手数料率は現状で その上で出 える
荷奨励金を廃止することで経営状況は改善される しか 次に地域別の営業利益の変化を見ておきたい 卸売手数
し 卸売手数料率は現状のままで出荷奨励金の削減分がた 料率 引き下げた場合を見ると 営業利益の低い北海
だちに廃止するとなれば 産地 出荷団体も当然反発する 道が大きく伸び 次いで東北も大きく改善される 中国や
だろう そこで 卸売手数料率は引き下げ その代わり出 四国も営業利益の増大が見られる これらの地域に対し
荷奨励金は廃止するとなれば 産地 出荷団体の理解も得 関東や近畿等の元 営業利益が高い地域の伸びは相対的に
られるのではないかと考えられる 小さく また九州や四国の出荷奨励金が多くない地域での
この前提に立ち 計測したのが表 である ただし 前 伸び率は小さい 卸売手数料率 引き下げラインを見
表同様に 特定の規模階層や地域を区別して行うことは困 ると北海道 東北 九州が 引き下げでの営業利益に
難であるので すべての規模階層 地域で行うものと仮定 比べ大きく減少を示す
している 欄は 年度の営業利益であり 欄は卸売
手数料率を野菜 果実共に それぞれ引
き下げ それに対応した出荷奨励金を加えた場合の営業利 本稿の目的は 卸売手数料自由化に対する卸売業者の対
益を示している 応と課題を明らかにすることである 全国の中央卸売市場
現在の水準で 卸売手数料率を 引き下げた場合 青果物卸売業者を対象に規模階層別 地域別視点より経営
野菜 果実 ほとんどの階層で赤字となるが 出荷奨励 状況を分析し また卸売手数料率を変化させた場合の経営
金分が加えられるので 営業利益は各階層とも大きく改善 状況のシミュレ ションを行った デ タの制約があり
される 特に 億円層は出荷奨励金も大きいため どの地域の卸売業者が卸売手数料の引き上げを実施すると
廃止に伴う効果が大きい 引き下げた場合の営業利 は 特定ができないため 全国の卸売業者が同一の行動を
益を基準とすると の引き下げでは 億円未満層 とるという前提に立っている
での営業利益の減少率が大きい の引き下げでも同 卸売業者の経営改善のための対応策として 卸売手数
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中小企業庁 中小企業の経営指標 年版 同全卸売
業の営業利益率は となっている ちなみに 大企業卸
売業の営業利益率は 年 である 財務省 財政
金融統計月報
全国中央卸売市場青果卸売協会 平成 年度全国中央市場
青果卸売協会通常総会 年 月 同 平成 年度全国
中央市場青果卸売協会臨時総会 年 月 および内部
資料を使用 原デ タは 会員会社からの報告による
前註の通り 原デ タは 会員会社 卸売業者 からの報告
による 一方 各卸売業者は農水省に営業状況を報告して
いる その内容は非公開であるが 表 と同じ項目 内容
は公表している 農水省公表数字と今回使用した数字との
誤差 農水省数字 を示せば 総売上高 総収益
販売費および一般管理費 営業利益 であり
いずれも誤差は数パ セント内 誤差の範囲 に収まり 統
計的には問題ないものと判断される
営業利益下位の地域は 規模階層でも当然ながら下位に分
布している 総売上高 億円未満 社の内 北海道
東北 中国 四国 の会社数 卸売業者数 は
割 括弧内は会社数 計 社 に及ぶ
主要都市卸売価格 価格 と比べると北海道 東北は
野菜でそれぞれ 果実は北海道 とやや高いが




年に農林省 現農水省 が規制を定め 青果物については
昭和 年に改正されたものが適用されてきた し
かし 年 月 出荷奨励金および完納奨励金及び荷主
前渡金に関する指導は 行わない 旨の通達が 農林水産事
務次官名で各中央卸売市場開設者に通達された
卸売市場デ タ集 年版 農水省
第 回食品流通審議会卸売市場部会 年 月 で卸売
手数料問題が討議され その際 他の手数料等の動向 で
証券取引 商品取引 預金金利の自由化がすでに実施され
ていることが配付資料をもとに報告されている 同部会で





参考に 野菜 果実 での変化を基準に計測する
一般管理費の中にも 売上高と共に変わる変動費が含まれ
廃止 卸売数料を引き下げ 出荷奨励金を廃止する 最後に残された研究課題を述べておきたい 卸売手数料
点を挙げた 効果が大きいのは の対策順とな の変化に伴い出荷者がどのような行動をとるのか 手数料
る もちろん競争力のある卸売業者は現状のままでも問題 に対する集荷量の弾力性 卸売手数料の変化率に対する集
はない しかし 営業利益率の低い階層および地方の同様 荷量の弾力性の変化率 等の分析は行われていない 相手
に収益性の低い卸売業者は現状のままでは 経営は益 困 の行動を考慮し 自らの行動を決定するといったゲ ムの
難となる 理論的な分析も必要と思われる これらの点の分析も重要

















系統共販 の理解が欠かせない 卸売市場は 集分荷 価
格形成 代金決済の点で優れた機能を持ち 系統共販も卸
売市場出荷を前提に組織 運営されてきた 野菜の制度













卸売業者に求められるのは 川上 産地 出荷者 に対
しては 強い交渉力を発揮することである また 川下 小
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定費とした なお 変動費と固定費の区分 勘定科目 は 山本博信 新 生鮮食料品の流通 大成出版社 第 章
中小企業庁 中小企業の原価指標 を参考にした
関東 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 東 山本博信 現代日本の生鮮食料品流通 農林統計協会 後に
海 静岡 愛知 岐阜 三重 近畿 滋賀 京都 大阪 改訂 改訂新版
兵庫 奈良 和歌山 の 大都市圏での地方卸売市場 計 山本博信 新 生鮮食料品流通政策 農林統計協会
市場 卸売手数料率を見ると 中央卸売市場卸売手数料
率と同じ 野菜 果実 が野菜 果実 で 細川充史 第 章 卸売市場の変化 公共的性格から自由
最も多く 次いで野菜 卸売手数料率 が 果実 競争へ 滝澤昭義 甲斐 諭 細川充史 早川 治編 食
同 が なっている 卸売手数料率の幅は 野菜が 料 農産物の流通と市場 筑波書房
果実が であり いずれも 刻み 菊地哲夫 卸売市場制度改正と卸売業者の経営問題 農村
となっている 資料 全国卸売市場総覧 財団法人食 研究 第 号 東京農業大学農業経済学会
品流通構造改善促進機構 菊地哲夫 地方卸売市場卸売会社の経営破綻と再建の課題
東京都中央卸売市場 世田谷市場 卸売業者への聴きとり 北見市公設卸売市場の卸売会社を対象として 東京農
による 業大学農学集報 第 巻第 号
年度農業市場学会大会 中田哲也 全農 青果物 卸売市場制度五十年史 第三巻 卸売市場制度五十年史編
流通の構造変化と全農園芸事業改革 グル プから見 さん委員会編
た卸売市場流通の課題と期待 報告レジメおよび報告内 桂 瑛一 市場流通における変革への課題 青果物を事例
容参照 として
地方卸売市場卸売業者の経営破綻が 地域の青果物流通に 年 月
与える影響については 菊地 を参照 藤谷築次 卸売市場制度改正をめぐる諸問題 地域農業と
農協 第 巻第 号
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IKUCHI
: The purpose of the present paper is to clarify the response of central wholesale market
fruit and vegetable wholesalers to the deregulation of wholesale commissions and future issues.
Business conditions facing wholesalers have become increasingly adverse year by year. We proposed
the following three measures to improve the business situation of wholesalers : ) raise wholesale
commissions ; ) maintain wholesale commissions at the current level and discontinue shipping
subsidies ; and ) raise wholesale commissions and discontinue shipping subsidies. It is left up to each
wholesaler to decide which measure to implement. By rights, the deregulation of wholesale commis-
sions is a matter left to the discretion of each business operator. Wholesalers should adopt measures
appropriate to the circumstances in each area and their individual business situations. The coopera-
tion of producing areas is essential to each of the measures, and, in implementing reforms, the
understanding of producing areas regarding the adverse business circumstances of wholesalers must
be obtained.
Wholesalers must demonstrate strong bargaining power with respect to upstream parties (pro-
ducing areas and shippers). At the same time, however, wholesalers and intermediate wholesalers
must act as a counterweight to ensure that downstream parties (retailers) are not disadvantaged by
this reform.
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